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まえがき

この規格は，工業標準化法に基づいて，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が制定した日本工業規格である。

制定に当たっては，日本工業規格と国際規格との対比，国際規格に一致した日本工業規格の作成及び日本工業規格を基礎にした国際規格原案の提案を容易にするために，ISO/IEC 13240:2001，Information technology - Document description and processing languages - Interchange Standard for Multimedia Interactive Documents (ISMID)を基礎として用いた。

この規格の一部が，技術的性質をもつ特許権，出願公開後の特許出願，実用新案権，又は出願公開後の実用新案登録出願に抵触する可能性があることに注意を喚起する。主務大臣及び日本工業標準調査会は，このような技術的性質をもつ特許権，出願公開後の特許出願，実用新案権，又は出願公開後の実用新案登録出願にかかわる確認について，責任はもたない。

JIS X 4175には，次に示す附属書がある。

附属書A（規定）ISMIDメタDTD

附属書B（参考）ISMID応用定義文書の例

附属書1（参考）ISO/IEC 13240:2001
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JIS

X 4175：0000

(ISO/IEC 13240：2001)
マルチメディア対話型文書のための交換規格
(ISMID)

Interchange Standard for Multimedia Interactive Documents (ISMID)

序文　この規格は，2001年に第1版として発行されたISO/IEC 13240:2001，Information technology - Document description and processing languages - Interchange Standard for Multimedia Interactive Documents (ISMID)を要約し，技術的内容を変更することなく作成した日本工業規格である。0.～1.については，原国際規格の同項目を全文翻訳し，2.以降については，それぞれ原国際規格の同項目の内容を引用するものとした。

0
導入　対話型文書は，データ内容を，対話型文書の振る舞いを定義する命令に結びつける。つまり, どのようにいつ内容が計算機ディスプレイに表現されるのか, 又はどのようにいつ情報が外部システムに渡されるのか, を定義する命令に結びつける。読者と文書との対話は，その提示に対して重要なものとなり得るので，固有の内容と関連する振る舞い命令を符号化する標準的な方法は，その文書が転送可能になる場合に，本質的になる。この規格は, 対話型文書及びハイパ文書の振る舞い様相の表現に焦点を合わせる。この規格において定義される言語は, 市販のスクリプト言語又は処理言語に依存しない対話型文書の振る舞い様相を定義することによって，異種の開発システム間及び配布システム間での対話型文書の交換を容易にする。
0.1
対話型文書　対話型文書の文脈においては，対話型とは，利用者又は他のソースからの刺激に応答して内容を動的に描出するには, ソフトウェア応用が主体となることを意味する。応答は，しばしば，後続情報の内容及び提示を調整することになる。したがって，対話型文書を生成するためには，開発者は，静的な方法で提示されることになる文書又はハイパ文書を生成するのに用いた原理とは異なる原理を考慮しなければならない。開発者は, 文書の中に振る舞いをプログラムしなければならない。振舞い構成要素をもつことが，対話型文書の開発システム及び配布システムの間の非互換性を引き起こし得る対話型文書の一面になっている。
SGML的な観点(静的なデータのソース)での"文書"と, 描出的な観点(ソースデータの特定な見方又は提示)での"文書"との違いを認識することが重要である。どんな静的なデータのソースも(つまり，SGML的な観点でのどんな文書も), 振る舞いのスタイルの適用によって, 対話型文書にできることを認識することも重要である。この規格の随所で，ソースデータの提示をいう際(すなわち，動的に描出された文書をいう際)に, 対話型文書という用語を使う。
0.2
文書の規格　文書及びハイパ文書の構造，内容及び静的な提示を記述するためには, 既に規格が存在する。マルチメディア対話型文書のための交換規格(ISMID)は，これまでの規格にない構成要素を追加する。すなわち, 異種の対話型文書開発システム間及び対話型文書配布システム間での交換のための曖昧さのない方法で, 文書の振る舞い構成要素を表現するための規定を追加する。
プログラム文脈の中で図形的利用者インタフェース(GUI)のオブジェクトを実装するためには確立した規格があるが，対話型文書の開発者がインタフェースオブジェクトをどのように利用したいかを, 装置非依存の方法で表わすことを，対話型文書の開発者に対して可能にする規格への要求がある。ISMIDは，どのようにしてインタフェースオブジェクトが, 既存の規格が扱う構造化された内容と通信するかを定義する体系を提供する。
対話型文書の中のインタフェースオブジェクトの提示は，通信されるメッセージに必要であることが多いので，ISMIDは, 開発者がインタフェースオブジェクトの提示特性を指定することを可能にする。提示特性の型は，オブジェクトの位置, フォント，色などを含むことができる。これらの特性を適用するためにISMIDを使うかどうか，又はDSSSLのようなスタイル指定言語を使うかどうかを決定することは, 対話型文書開発者に任される。
この規格で示す体系の明白な利用は，ウィンドウに基づくGUIオブジェクトに関する対話型振る舞いを交換するための方法を提供することである。しかし，ISMID体系は，一般的であって，どんな固有のGUI環境にも制限されない。実際それは, GUIを定義する必要が全くない。その体系は，システムが受け取れるどんな刺激をも(GUIを通して受け取れない刺激をも含めて)規定する言語を定義する。応答は，GUIを通しての利用者への描出情報以外の動作であってもよい。CreateControl要素形式から派生したオブジェクトは，GUIの小型部品でなくてよい。それは, 外部システムと通信する手段になり得る。
備考
例えば，CreateControl要素形式から派生したオブジェクトは，気候によって変化する環境で温度を監視する"環境監視"制御であってよい。この場合，MIDによって受け取られる刺激は，温度が40度を超えたことかもしれない。この刺激に対する応答は，MIDが, 利用者に警告を提示し，機器と通信する制御によって温度が40度を超えるときには稼動してはならない機器に, "停止"命令を送るものであってよい。
 LISTNUM list1 \l 1  
適用範囲　

備考
この規格の対応国際規格を，次に示す。

なお，対応の程度を表す記号は，ISO/IEC Guide21に基づき，IDT（一致している），MOD（修正している），NEQ（同等でない）とする。

ISO/IEC 13240:2001，Information technology - Document description and processing languages - Interchange Standard for Multimedia Interactive Documents (ISMID) (IDT)
 LISTNUM list1 \l 2  
適用範囲の定義　

マルチメディア対話型文書の交換規格又はISMIDと呼ばれるこの規格は，異種の対話型文書開発システム間及び対話型文書配布システム間でのマルチメディア対話型文書(MID)の交換を，共通交換言語を生成できる体系を提供することによって, 容易にする。ISMIDは，JIS X 4155:2000 ハイパメディア及び時間依存情報の構造化言語(HyTime)のクライアント体系とし，JIS X 4151:2001 文書記述言語SGMLに適合するSGML応用とする。
ISMIDは，JIS X 4153:1998 文書スタイル意味指定言語(DSSSL)の8.に規定するDSSSL式言語の利用をも規定する。
一般に，マルチメディア対話型文書(MID)の描出は, 次の3主要構成要素を必要とする。
 LISTNUM lista\l 1 \s 1  )
内容　文書の作成者がMIDの利用者に通知することを意図する情報。
 LISTNUM lista\l 1  )
振る舞い　何が，いつ，どこで，どのように内容を提示するか，及び多様なソースからの刺激にどのようにMIDが応答するかを統制する命令。
 LISTNUM lista\l 1  )
ソフトウェア　振る舞いを解釈し，内容を検索し，利用者に情報を提示する応用。
さまざまな業者，標準化団体及びその他の団体は，内容構成要素の情報を表現する(テキストのためのSGML，図形のためのCGM，映像のためのMPEG，音声のためのWAVなどの)記法を定義する。ソフトウェア構成要素を実装する最も有効な方法を決定することは，ソフトウェア業者に任される。したがって，ISMID規格は，振る舞い構成要素だけに言及する。
 LISTNUM list1 \l 3  
ISMID体系　ISMID規格は，文書作成者及び開発者に対して, 装置非依存な方法でMIDの振る舞い構成要素を記述することを可能にする体系を定義する。この体系を，ISMID体系(9.)と呼ぶ。ISMID体系は，振る舞い構成要素のための体系形式を定義する。
ISMID体系は，次のものを含む。
 LISTNUM lista\l 1 \s 1  )
インタフェースオブジェクト　
 LISTNUM lists1\l 1 \s 1  )
他のインタフェースオブジェクト(例えば，ウィンドウ，フレーム，パネル)をグループ化するために使うコンテナオブジェクト
 LISTNUM lists1\l 1  )
固有の情報内容(例えば，映像，画像，音声，アニメーション，テキスト)を描出するために使う内容オブジェクト
 LISTNUM lists1\l 1  )
MIDが行う対話を通しての制御オブジェクト(例えば，ボタン，スクロールバー，リスト箱，チェック箱)。制御オブジェクトは，利用者が，MIDインスタンスを通して決定を行い，行先案内を容易にすることを可能にする。
 LISTNUM lists1\l 1  )
外部オブジェクトは，MIDが, コンピュータ操作環境又は診断システムなどの外部システムと通信することを可能にするために使う。
 LISTNUM lista\l 1  )
刺激　インタフェースオブジェクトを通して受け取られる動作。
 LISTNUM lista\l 1  )
応答　与えられた刺激に応答するMIDによって実行される反応。
インタフェースオブジェクトは，ISMID体系の主要部分としてリストされるが，ISMIDは，これらのオブジェクトを直接に表現する体系形式を定義しない。代わりに，これらのオブジェクトは，そのオブジェクトの生成，修正及び破棄を記述する体系形式を用いて指定される。オブジェクトの生成，修正及び破棄のための体系形式は，応答として分類される。それは，MIDが，利用者又は他のソースからの刺激への応答だけで，オブジェクトを作成，修正又は破棄することによる。
体系における刺激及び応答の要素形式は，固有のISMID応用に関するテンプレートを与える。体系内のこれらの体系形式は，将来必要になるかもしれないどんな新しい刺激及び応答の要素をも許容するのに十分な一般性をもつ。
内容オブジェクトは利用者に伝えられる実際の情報ではないが，それはその情報を描出し操作するのに使われることに着目することは，重要である。内容オブジェクトによって参照される情報は，再使用でき，その内容オブジェクトに依存しない多様な外部記法の中に存在できる。
 LISTNUM list1 \l 3  
ISMID応用の例　ISMID応用の例は，この規格(附属書B.)に含まれる。その例は，刺激及び応答に関して，体系から派生した要素の集合を定義する。その例での形式の意味は，最新の対話型文書の開発システム及び配布システムで使用されるオブジェクト，刺激及び応答を反映している。例えば，ISMID応用の例の中で定義される要素型の一つは，画像をディスプレイするためにある。画像オブジェクトは，利用者に情報内容を提示するために使用されるので，その要素は，体系の内容オブジェクト形式から派生される。
例の要素は，体系形式の属性のすべてを実装し，現在の使用にこれらのオブジェクトの提示特性があるので，それらを定義する属性を追加する。例えば，ISMID応用の例でのボタンオブジェクトは，標題，可視，可能及び前景の色のための特性を定義する属性をもつ。
多様な産業及び組織は，次のISMID応用を定義していくことが予見される。つまり, そのISMID応用では, 産業及び組織が, 業界の要求に応じるために, 応用の例で定義される固有のオブジェクト，刺激及び応答に対して削除及び/又は追加を行う。 これらの業界定義の応用は，オブジェクト，刺激及び応答の意味も定義しなければならない。適合するISMID応用は，ISMID応用定義文書(IADD)(10.)に従って定義されなければばらない。参考である附属書B.のISMID応用は，IADDの例である。
附属書B.の応用DTDの例は，現在使用している最も共通的な情報型のための記法形式を含む。これらの記法宣言は，適合するISMIDシステムがこれらの記法を支援しなければならないことを意味しない。ISMIDシステムによって支援される記法は，ISMID応用の中で指定されなければならない。例えば，国防総省は，SGMLがテキスト用に支援されなければならないことを指定してよく, 既存のソフトウェア投資をもつ商業実体は, RTFがテキスト用に支援されることを希望してよい。どの固有のオブジェクト，刺激，応答及び記法が，特定の産業又は組織のために支援されなければならないかは，IADDにおいて形式的に指定できる。
 LISTNUM list1 \l 2  
応用分野　ISMIDの応用分野には，電子実行支援システム(EPSS, Electronic Performance Support Systems)，時宜を得た情報への利用者アクセスを提供する計算機による対話型文書システム及び業務中訓練(OJT, on-the-job training)がある。EPSSに関する二つの通常種別に，対話型電子技術マニュアル(IETM, Interactive Electronic Technical Manual)及び対話型教材(ICW, Interactive Courseware)がある。
作業者がアクセスしなければならない情報量が増加するとともに，多くの業界でEPSSの使用が増加している。組織はこれらのシステムにおいてその投資を増やしているので，装置非依存の方法でEPSSのすべての様相を表現することによって，組織がその投資を保護する方法をもつことは重要である。
 LISTNUM list1 \l 1  
適合性　ISO/IEC 13240:2001の 2. Conformance による。
 LISTNUM list1 \l 1  
引用規格　ISO/IEC 13240:2001の 3. Normative references による。
 LISTNUM list1 \l 1  
定義　ISO/IEC 13240:2001の 4. Terms and definitions による。
 LISTNUM list1 \l 1  
記号及び短縮形　ISO/IEC 13240:2001の 5. Symbols and abbreviations による。
 LISTNUM list1 \l 1  
記法　ISO/IEC 13240:2001の 6. Notations による。
 LISTNUM list1 \l 1  
ISMIDのHyTime支援宣言　ISO/IEC 13240:2001の 7. The ISMID HyTime support declarations による。
 LISTNUM list1 \l 1  
ISMID式言語　ISO/IEC 13240:2001の 8. The ISMID expression language による。
 LISTNUM list1 \l 1  
ISMID体系　ISO/IEC 13240:2001の 9. The ISMID architecture による。
 LISTNUM list1 \l 1  
ISMID応用定義文書(IADD)　ISO/IEC 13240:2001の 10. ISMID Application Definition Document (IADD) による。
附属書A (規定) ISMIDメタDTD　ISO/IEC 13240:2001の Annex A (normative) ISMID Meta-DTD による。
附属書B (参考) ISMID応用定義文書の例　ISO/IEC 13240:2001の Annex B (informative) Sample ISMID Application Definition Document による。
附属書1（参考）ISO/IEC 13240:2001

この附属書（参考）は，本体及び附属書（規定）に関連する事柄を補足するもので，規定の一部ではない。

[Information technology — Document description and processing languages — Interchange Standard for Multimedia Interactive Documents (ISMID)]
JIS X 4175：0000
(ISO/IEC 13240：2001)
マルチメディア対話型文書のための交換規格(ISMID)
解　説
序文　ここに展開されている解説の雛型は，解説を作成する際の参考である。この序文を含め，紫色で記述されている部分は，記述のための注や参考としての説明事項であるので，完成時に削除する。青色で記述されている部分は，例であるので，実際の内容に置き換える。下記の解説文頭の定形文のように，黒色で書かれている部分は，定形文として変更してはいけない部分，また，赤色で書かれた部分は，条件により異なる部分であるので，適切な内容に変更する。赤色部分について不明の場合はそのまま内容を変更しない。解説完成時に残っている着色部分は黒色に変更する。

なお，1.～10.の項目で，該当事項のない項目には，“該当なし”と記載し，項目を削除しない。

この解説は，本体及び附属書に規定･記載した事柄，参考に記載した事柄，並びにこれらに関連した事柄を説明するもので，規格の一部ではない｡

この解説は，財団法人日本規格協会が編集･発行するものであり，この解説に関する問合せは，財団法人日本規格協会へお願いします｡

解説は，上記の断り書きのとおり，“本体及び附属書に規定した事柄，参考に記載した事柄，並びにこれらに関連した事柄を説明するもの”であって，規格の一部ではない。したがって，本体・附属書で規定していない要求事項や，規定できない詳細事項を補足規定のような形で解説に記載してはならない。規格は，本体(及び附属書)だけで誤りなく履行できるようにしておくことが必要である。しかしながら，規格が定められ，改められた経過，規格の内容の根拠，国際規格との整合性，審議中に特に問題となった事項など，規格の利用者が規格の内容をよりよく理解するため，及び規格の次期見直し，改正に携わる者が配慮しなければならない事柄を明らかにしておくために，説明・記録しておいたほうがよいこともある。したがって，それらをまとめて解説として付ける。特に，国際規格との整合性，及び規格を改正した場合の改正箇所，その内容などについて記載しておく必要がある。

 LISTNUM list1 \l 1 \s 1  
制定・改正の趣旨　旧規格は，JIS B 0403：1987（鋳造品一寸法公差方式）であり，ISO 8062-1984(Castings－System of dimensional tolerances)の国際一致規格であった。その後，ISO/TC3/WG7（鋳造品－寸法許容差）が鋳放し鋳造品の削り代方式を追加規定して，規格案を作成し，ISO/TC3（公差及びはめあい）の多くのＰメンバー国の賛成投票を得て，1994年4月に第2版としてISO 8062(Castings-System of dimensional tolerances and machining allowances)が発行された。

そこで，この規格を，ISOの規格に整合させるとともに，鋳造品別に規定して運用してきた次の各規格を見直し・統合をして改正を行った。

－
JIS B 0407：1978（鋳鉄品普通許容差）

－
JIS B 0409：1980（ダイカスト普通許容差）

－
JIS B 0412：1978（鋳鋼品普通許容差）

－
JIS B 0414：1978（アルミニウム合金鋳物普通許容差）

旧規格には，抜けこう配の規定がなかったので，これを鋳造品別に規定していた上記各規格の抜けこう配の見直しを行い，新たにこれを追加規定した。

さらに，鋳造品別に上記各規格に規定していた普通公差（又は許容差）を現在使用されている図面に指示しているものの取扱いについては，この規格への切替期間を考慮し，附属書1～4として残すことにした。

これらの附属書は，改正後5年を経過した時点で廃止する予定である。

なお，公差に関する用語は，時代によって，普通寸法差，普通寸法許容差，普通寸法公差と変遷している。

上記の例は，JIS B 0403(鋳造品～寸法公差方式及び削り代方式)の場合（改正の例）である。

本来，規格を制定又は改正するに当たっては，制定・改正の趣旨，すなわち，意図，ねらい，背景，目的ないし理由があるはずである。規格の制定・改正の趣旨は，まず原案の作成に先立って明確にしておくことによって，初めてよい規格作りができるわけであるが，規格の使用者が規格内容を理解し，効果的に活用するためにも重要なことであるとともに，次期の規格の見直し，改正に当たる者にとっても必要なことである。

この規格が，なぜ制定・改正されたのかを記述するときには，毎年度作成される“工業標準化業務計画”の重点方針などを参考にするとよい。

規格を新規制定する場合に，規格の規定項目及び規定内容を決定付けるものは，標準化の目的である。ISO/IEC GUIDE2(General terms and their definitions concerning standardization and related activities)では，標準化の目的を下記のように分類しているが，個々の規格を制定するに当たって，いずれの目的に該当するか（複数の項目にわたる場合もある｡）を明確にし，それを制定の趣旨に含むとよい。

－
多様性の調整（種類の制限）

－
目的との合致性

－
両立性(compatibility)

－
互換性

－
安全性

－
環境の保護

－
製品保護

－
相互理解及び経済性・貿易

規格の改正は，その規格内容にかかわる技術の進歩，需要の変化，社会環境の変化（行政上，国際化など）などが理由となることが多いので，主な改正点を挙げて，それらの理由について具体的に記述する。改正の場合に，新規制定時の趣旨の概要，また，何回かの改正を経た場合には，重要な改正ごとに書き残しておく必要がある。

その規格の制定・改正によって他の規格に影響を及ぼすことがある場合には，その関係，経過処置などについて，ここに記述しておくとよい。

 LISTNUM list1 \l 1  
制定・改正の経緯　この活動は，当初，欧州各国の各種既存路面の性状調査，騒音測定を実施し，騒音レベル差，路面性状差のデータを集積した。その集約結果と各国の道路規格，従来の研究成果などを基に，当初の目的に合致し，かつ，現実性の高い路面として路面性状・組成に対するISO提案仕様を策定し，この仕様を満足する試験路面（ISO路面）を各国に順次敷設した（1988～1990年）。

更に，当WG活動の集大成として，欧州各地（及び日本自動車研究所）に敷設したISO路面を同一試験車，同一測定者で持ち回り試験(Round Robin Test)を1990年4月～7月に実施した。その結果，各ISO路面間の騒音レベルのばらつきは，既存路面間のばらつきに対して大幅（～）に低減されており，当初の目的を達成していると考えられる。また，規格の骨子として，議論の焦点となった路面規定の代表特性値については，当初設定していた“きめ深さ”が予想に反して騒音レベルと相関のないことが，日本及び持ち回り試験の結果で明確となったので，最終的には，騒音レベルに対して最も相関の高い路面の垂直入射吸音率と，次に相関が高く，道路施工業者にもなじみの深い空げき率を採用した。

なお，温度も騒音レベルに有意に影響することが分かったが，温度に対する変化こう（勾）配を一般化できなかったので，今後の技術課題とした（温度の影響については，新WG27“Vehicle Noise Testing：Tyre selection and Temperature Effects”で1993年8月からISOの活動を開始する。）。

上記の例は，JIS D 8301（自動車の車外騒音測定のための試験用路面）の場合（新規制定の例）である。

ここでは，その規格の原案作成から始まって，日本工業標準調査会の議決までの経緯について，後日の参考となると思われる重要な事柄を述べる。原案作成委員会，審議専門委員会などの回を追った開催の詳述は必要でない。

その規格原案の元となった団体規格・外国規格がある場合には，その規格番号,規格の名称及び発行年を記載し，できればその元の規格の国内での使用実績などを付記するとよい。

改正規格の場合には，最初の制定からその後の各改正を経て，今回の改正に至った経緯の大略も述べる。

 LISTNUM list1 \l 1  
審議中に問題となった事項　原案の作成審議段階における事項も含み，審議中特に問題になった事項で，解説に書き残すことによってその規格の理解，運用に役立つと考えられたものを記載する。ここで述べる問題事項のうち，次回の見直し・改正の際の再検討すべき事項は，懸案事項の項にもまとめて再録する（6.参照）。

規格の規定項目の内容の説明にかかわるものを別項（5.参照）を設けて詳述する場合には，この項では，その規格に定める規定項目の決定に関する議論，時期尚早として取り上げられなかった事項，少数意見のため採用されなかった事柄など，規格の文面上に現れていないが重要とみなされた事項を記述する。

特定の意見を記述する場合には，審議の議事録に記されているものから選ぶようにして，偏った記述にならないように心掛ける必要がある。

 LISTNUM list1 \l 1  
適用範囲　適用範囲で用いた分類の概念を解説図1に示す。分類の方法については，電力系統との関係で独立システムと連系システムとの二つに分類することは広く定着している。しかし，更に細部にわたる分類についてはIECも含めて十分なコンセンサスが得られていないこと，また，通則という性格上なるべく上位の分類に適応する方が望ましいことから範囲を限定した。この通則でカバーする範囲は解説図1中二点鎖線で囲ってあるが，電力を供給すべき負荷が規定されているものである。電力を融通するシステム（分散負荷システム）や系統連系は次の段階で普及すると考えたためである。

電圧については，“電気設備の技術基準”の低圧の種別となるように範囲を限定した。その適用はこの基準に準じるものとする。ただし，太陽電池アレイ出力電圧は設置場所などを含めた種々の条件によって大幅に変わり得ることから，一般にシステムの最大使用電圧を設定することは難しいが，当面，標準試験条件(STC)でのアレイ開放電圧を適用すればよいとの意見が支配的であった。そこで，太陽電池アレイの電圧として標準太陽電池アレイ開放電圧を使用することとした。

出力の範囲を規定したことについて，特に民生品を考慮し，出力の小さいもの，電圧の低いものを発電設備と同等に扱うことはかえって普及の妨げになるとの意見もあった。しかし，平成2年度のシステム生産量調査によれば，10W以上，100W未満の容量のものが出荷の約4割を占め，出荷範囲の主流であることから，適用範囲の変更は行わなかった。

この通則の適用除外の範囲については，“電気事業法施行令”を参考としながら，同令によって除外しているもののうち，出力100W以上のものについては規格化によるユーザー保護の観点から除外しないこととした。

なお，本体中において従来“公称”と性能表示していたものを“標準”とした経緯については6.“性能”で説明する。

上記の例は，JIS C 8905（独立形太陽光発電システム通則）の場合（規格の対象範囲及び関連する法令がある場合）の場合である。

適用範囲についての説明は，規格を使う立場に立って，単に適用範囲に記述されている文章を補うのではなく，規格の対象となる鉱工業品などの用途，使用条件，使用方法など，その規格全体として規格の使用者にとって有用な事項を記しておくようにする。特に，次のような事項は，記述しておくのがよい。

関連する法令（告示，通達を含む｡）などがある場合には，その規格との関係について記載する。

対応国際規格がある場合には，その国際規格の適用範囲とそのJISの適用範囲の差異について詳細に示す。適用範囲の差異は，国際規格との整合性の判断のために重要である。

なお，対応国際規格がある場合には，対応国際規格のforeword，prefaceの内容の中で，JISとして重要な情報及び“序文”で記載した内容を更に補足する詳細な説明があれば，この項で述べる。
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規定項目の内容　規定項目ごとに，規定した理由，規定内容の根拠，誤った解釈をしないための補足説明，関連する情報などを述べる。ただし，規格の正しい運用に必要な規定項目について，必要な説明事項だけにとどめる。したがって，全項目について説明をする必要はない。また，幾つかの規定項目が関連し合っている場合には，それらの規定項目を一括して説明するほうがよい。

次の例の項目ごとに記述するか，又は規格の箇条の項目ごとに記述する。

－
種類・等級などの根拠

－
規格値の根拠

－
対応国際規格との比較，国際規格への移行の時期など

－
国内法規・外国規格などとの比較

－
改正の箇所，内容及び改正理由

 LISTNUM list1 \l 1  
懸案事項　表面粗さ測定器，測定値の処理方法，表面粗さ，表面うねりに関する用語，表面うねりの規格などは，ISOの整備状況に従って，日本工業規格として順次作成，改正する必要がある。

今回，JIS B 0601：1982（表面粗さの定義と表示）が改正され，JIS B 0651（触針式表面粗さ測定器）の定義内容に整合性のない部分が生じている。しかし現在IS0において，測定器に関するISO 4288の改正作業が進められており，DIS 4288として各国で審議に付されている。このため，DISの審議状況を考慮しつつJIS B 0651の改正を行う予定である。

さらにDIS 4288では,測定値の処理方法について提案があり，関連する規格であるISO 2002：1980“Statistical interpretation of test results－Estimation of the mean－Confidence interval”の検討が必要である。

なお，JIS B 0610（表面うねり）は，表面粗さの規格と関連があり位相補償形のディジタルフィルタが採用されたことによる改正について検討する。

上記の例は，JIS B 0601（表面粗さ一定義及び表示）の場合である。

原案作成及び審議の過程において，規格化には時期尚早であったり，実績又は実験データが不足していたり，使用実績が多いために種類を制限しきれなかったり，国際規格の立案が進行中であったりなどのために規定することを保留し，次回の見直し・改正の際に再検討することにした事項があることも多い。

なお，規格体系の整備をする必要があるとか，国際規格の見直し時に，我が国の意見として提案しなければならないとか，従来の方針・処置事項などを残すこともある。これらの事項は，“審議中に特に問題となった事項”や，“規定要素の規定項目の内容”の解説に述べたことも含めて，“懸案事項”としてまとめておくようにする。
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引用に関する事項　文中に他の規格，法令，その他規範文書などを転載の形で引用した場合には，著作権の問題をクリアした上で，引用の内容についてこの項で解説する。
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特許権などに関する事項　規格に従うことにより，特許権などに抵触する恐れのある場合，まえがきにその旨を記載するが，その詳細について，この項に解説する。
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その他　ウェファーボード，OSBについて ウェファーボードは，既述寸法の比較的四角形に近い切削片（ウェファーと呼ぶ｡）を粉末フェノール樹脂又は液体フェノール樹脂接着剤を用いて積増し成形・熱圧したボードである。基本的には曲げ強度の強さ方向差は少ないが，製造方法によっては曲げ強さに方向性をもたせたものもあり，これをオリエンテッドウェフアーボードと呼んでいる。

OBSは，細長い切削小片（ストランドと呼ぶ｡）を層状に積層し，各層が直交するように配列し，液体フェノール樹脂などの接着剤を用いて成形・熱圧したボードである。したがって，ボードの表面は両者とも木材の切削片で覆われており，近年の我が国で生産されている通常のボードである。表面に切削片の形状が認め難い製品とは外観が異なる。

ウェファーボードやOBSの原料は，アスベンなどが主力であるが，工場によってはサウザンパイン，レッドオーク，ホワイトオーク，ポプラ，カバなどが用いられている。原料は切削片の形状などによって，各工場間での製品には，外観をも含めかなりの種類があるが，いずれも合板より価格競争力があるため，近年，製造用パネルとしての用途が拡大している。

材料規格としては，カナダ規格(CSN3-0188，2-M78)とアメリカ規格(ANSI A 208，1)がある。また，構造用パネルとしてのAPAの性能規格があり，我が国でもこれに類似した構造用パネルのJASがある。

上記の例は，JIS A 5908（パーティクルボード）の場合（周辺技術の説明の場合）である。

次のような事項について，特に解説に記載する必要があると考えられるものがあれば記載する。

－
関連規格の目録に記載した，規格，その他の文書に関する特記事項。

－
についての経緯，付けた理由，これらの取扱い，必要があれば内容の補足説明。

将来，廃止する予定のためとして記載された場合には，できれば廃止の目標時期，準備体制など。

－
その規格にかかわる周辺技術の説明。

－
参考文献一覧 規格のに記載した事項について，参照するとよい文献。
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原案作成委員会の構成表　原案作成委員会の構成表を次に示す。

■■○○○JIS原案作成委員会構成表■■

	
	
	氏名
	所属

	（委員長）
	
	規　格　太　郎
	財団法人日本規格協会

	（幹事）
	
	規　格　次　郎
	社団法人○○○○○○○

	（委員）
	○
	規　格　三　郎
	○○○○○大学

	
	○
	規　格　四　郎
	○○○○○大学

	（事務局）
	
	規　格　五　郎
	○○○○○株式会社

	
	
	備考　○印は，分科会委員を示す。

	
	
	（文責  規格 太郎）


原案作成委員会の構成表は，規格票に記載する審議専門委員会の構成表に準じた体裁とし，解説の最後に記載する。ただし，学協会，工業団体などの代表委員で，別に所属会社などをもつ委員の所属には，代表する団体名を記載し，所属会社などを括弧書きで付記する［例：社団法人○○工業会（株式会社○○製作所）］。また,原案作成委員会と別に素案作成の小委員会・分科会などを設置した場合には，その構成を付記してもよい。

自主的に作成された原案で，原案作成委員会によらない場合には，構成表の代わりに原案作成者の氏名，所属などを記載することができる。
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